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専門委員会審議事項（再掲）

共通テーマ：都市と地方の対流により、人口減少地域の課題を解決する。

Ｈ２８年度

田園回帰の動きを踏まえた議論、とりわけ農山漁村の生活圏に着目し、「住み
続けられる国土」の地域構造を議論

Ｈ２９年度

人口減少地域に於ける人材の確保に向けた議論、とりわけ大都市と地方の関
係に着目し、移住、二地域居住等を議論

○東京一極集中に歯止めをかけ、新たな価値を生む可能性を有する、大都市か
ら地方への移住や、二地域居住、二地域就労等の新たな人の流れを踏まえた
施策を議論

Ｈ３０年度
コミュニティの再生、内発的な発展が支える地域づくり

○多層の対流を促進し、地域の定住者だけでなく対流によって何らかの関係性
を持つ人々との協働による、内発的な地域づくりを推進する施策を議論 1



平成30年度の審議事項（再掲）

Ｈ３０年度：コミュニティの再生、内発的な発展が支える地域づくり

○多層の対流を促進し、地域の定住者だけでなく対流によって何らかの関係性
を持つ人々との協働による、内発的な地域づくりを推進する施策を議論

１ コミュニティの再生
（１） 社会の変化に対応した新たな形の人と人のつながり、コミュニティ創造
のあり方について
（２） コミュニティを維持形成するために行政が果たすべき役割、民間が果た
しうる役割

２ 内発的発展が支える地域づくり
（１） 地域の経済・社会的な活動の担い手となる人をどう増やしていくのか
（関係人口を含めた地域の活動人口の拡大、技術革新や働き方改革など
社会の変化への対応、必要となるプラットフォーム機能）

（２） １のコミュニティも活かした地域づくりにおける地方公共団体の役割、
及び地域金融機関やＮＰＯ、民間企業等の組織も含めた地域の多様な
主体との連携のあり方
（３） 内発的発展を支える様々な拠点、空間、ネットワークなどの重層的な地
域構造について 2
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• 「新たなコミュニティ」とは、共通の価値観に基づく人と人とのつながりと考えると、

どのような名称が適切と考えられるか。【資料3-2 P15】

• 「新たなコミュニティ」に求められる機能として、どのようなものが考えられるか。

【資料3-2 P16-18】

• 場や仕組みの形成に向けて、人材育成や学び合いの重要性が高いと考えられるが、

人材育成等の役割は大学などの教育機関やNPOのほか、どのような組織が担いう

ると考えられるか。【資料3-2 P52-63】

① 「新たなコミュニティ」の創造において、機能、場、仕組みが必要

と考えられるが、これらに求められる要素は何か。

平成30年度 専門委員会にて御議論いただくポイント①
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• 地域づくりにおける地方公共団体の役割としては、今後段階的なプロセスデザイ

ンを進める地域において、その前提となる政策デザインを示すことや、事務局機

能・コーディネート機能を必要に応じて担うことが挙げられるのではないか。その

上で地方公共団体が上記機能を担えない場合は誰が担いうるか。【資料3-2 

P39-51】

• 地域内で経済循環が可能となるよう、地域づくりに取り組む組織などに対する資

金の確保の観点から、地域金融機関の役割は重大であり、さらに地域金融機関が

持つ人的ネットワークの活用や専門人材が持つノウハウの提供といった役割も

積極的に担うべきではないか。【資料3-2 P37】

• 地域づくりの担い手として女性、若者、高齢者、障害者等多様な人材が関わって

いくような環境整備の推進方策として何が考えられるか。【資料3-2 P25,29】

② 「新たなコミュニティ」の創造や内発的発展が支える地域づくりに

おいて、行政と民間がどのように役割を分担し、連携を進めてい

くのか。

平成30年度 専門委員会にて御議論いただくポイント②
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• 農山漁村だけでなく、大都市圏郊外部の高齢化が進む住宅地、地方中小都市に

おいて空洞化が進む中心市街地など都市部においても、拠点、空間づくりの必

要性を認識した上で、地域特性に応じた場づくり（空間形成）に取り組むべきで

はないか。【本資料 P6,7】

• 地域の内発的発展の基盤となる場の形成に当たっては、行政と民間がどのよ

うに適切な役割分担と連携を図っていくべきか。【本資料 P6,7】

• 電子商取引（EC）の普及による人流・物流構造の変化がネットワークの構造にど

のような影響を与えると考えられるか。 【本資料 P8】

• 人口密度が低い地域においては、特に公共交通の維持が課題となっているが、

自動運転やカーシェアリングなどのSociety5.0に関連する新たな技術によっ

て、地域の人々の暮らしがどのように変わると考えられるか。 【本資料 P9-11】

③ 内発的発展を支え、住み続けられる国土を形成するための拠点、

空間づくりのあり方とネットワークの構造がいかにあるべきか。

平成30年度 専門委員会にて御議論いただくポイント③



地方中小都市における空間形成の例

石川県輪島市輪島ＫＡＢＵＬＥＴほか （社会福祉法人佛子園）

○ 中心市街地の活性化の切り札として「生涯活躍のまち」を軸としたまちづくりに取り組んでいる。
○ Share金沢の「ごちゃまぜ」のコンセプトをさらに進化させ、規模を拡大し市民全体に波及を目指す。
○ 青年海外協力協会とも連携し、輪島カブーレを皮切りに、これら取り組みを全国展開予定

複数の施設を「ごちゃまぜ」に配置することで、年齢や障
害の有無などに関係なく、色々な人々が集まり、働き、
日常的に関わり合うまちの形成

市の中心部の空き地や空き家などのストックを活用

輪島カブーレ認証システムにより
新しい価値の創出

施設配置だけでなく、工芸品としての漆を
含め、気軽に触れ合える漆の活かし方を
みんなで考え、日常的に漆があふれる町
づくり、町の歴史文化を次世代に受け継
いでいく「人」を主役にした町づくりに取り
組んでいる。

観光客や地域住民
の新たな移動手段と
して電動カートを活
用した新交通システ
ムを導入
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グループホーム

サービス付き
高齢者向け住宅

拠点施設
温泉施設、レストラン、高齢者デイサービスセンター、

生活介護センター、自動発達支援センター、
相談支援センター、管理事務所

交流施設
自治室、ゲストハウス

短期入所施設
(ショートステイ)

健康促進施設
(ウェルネス施設)

子育て支援施設
ママ図書館

ボディケア

出典：輪島KABULET HPより国土政策局作成



No.1 【大都市事例】 埼玉県川口市芝園団地

学⽣グル－プ
（芝園かけはしプロジェクト）

・日本人住民と外国人住民のかけはしと
なるような活動
・多文化共生の取組みへの協力
・「芝園サロン」を開設
・世代・国籍を越えた地域交流活動
・「多文化交流クラブ」を開設

UR都市機構

・多文化共生イベントの協力
・自治会と協力してコミュニティーの
活性化
・世代・国籍を越えた地域交流活動

自治会

・交流イベントの開催
・学生団体との協働イベント
・世代・国籍を越えた地域交流活動
→お住まいの方同士が交流を深め、多文化共生の好事例として

認められ『地球市民賞』を受賞。
・中国人の自治会役員が誕生

自治体

○都市整備区域内外国人住民生活情報伝達モデル事業
・｢川口市多文化共生指針｣による外国人住民へのアンケート調査
・「微信」（「Line」と類似するツール）による情報提供を開始
・自治会広報、イベント案内、管理事務所や市からのお知らせ、
観光情報等を日本語と中国語で配信

○ 川口芝園団地は、交通利便性が良好であり、若年層、単身者が比較的多く居住する団地であるが、
自治会加入率が低く外国人居住者の割合が高いことから、地域コミュニティの活性化が求められてい
るとともに、生活習慣の違いやマナ－レベルの低下(深夜に大声で会話をする、ゴミの分別ができない
等)による居住環境及び団地イメ－ジの悪化が課題
○ ハード面（段階的な外壁修繕やごみステーションの改修等の工事など）対応に併せ、ソフト面からの
団地美化、居住環境及び付加価値の向上を目的とした多文化共生の取組みを実施
○ 行政、自治会、商店会など団地の関係者及び居住者による多文化交流により、団地美化向上、居
住環境の向上及びコミュニティの活性化などの効果

出典：芝園団地自治会、芝園かけはしプロジェクトへのヒアリングをもとに国土政策局作成
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（億円）

2017年のBtoC-EC市場規模は、16兆5,054億円（前年比9.1%増）。

BtoC-ECの市場規模およびEC化率の経年推移

（出典）H29電子商取引に関する市場調査報告書（経済産業省）
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移動サービスへの自動運転システムの活用

9

出典：官民ITS構想・ロードマップ2017 ＜経緯とポイント＞平成29年5月内閣官房IT総合戦略室



国内の主な自動運転実証実験（予定含む）
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出典：官民ITS構想・ロードマップ2018 ＜経緯とポイント＞平成30年6月内閣官房IT総合戦略室



コミュニティ・カーシェアリング（宮城県石巻市、日本カーシェアリング協会）
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出典：今後の共助による地域づくりのあり方検討会とりまとめ（国土交通省国土政策局）より抜粋


